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2－A－4  

となることから、業務地致を増加すると平均総距離  

は減少することが分かる。  
2．2一次元連続型業務地モデル   

業務地数を無数に多くした場合、上述の総距離最  
小化の解は図2上のような連続型の業務分布に近づ  

く。これを用いて以下に解析的に解を求めよう。業  

務集積の「極」の位置を．㌦とし、これより外側に居  

住する就業者は全て極に勤務し、内側は職住一一致に  
なっているとする。通勤は極で働く者のみが行う。  

このとき、平均総距維は（3）（4）の和でm→00とすることで  

呵十屯三；（1－㌔）ユや用（3－カ  （7）  

と求められる。これより業務比率αを変えたときのd  

とろ，．の関係は図3上のようになる。．㌔，での一階微分は  

（1っ椚）tαいuJ－1｝  （8）  

となるので平均総距離を最小にする極の位置∫用●は  

1．はじめに   

道路混雑や省エネルギー・環境負荷の低減等の観  

点から、都市における交通需要を低減させるために  

は、居住地と業務地との近接性（‘通勤距離の短縮）  

と同時に、業務地同士の近接性（，業務移動距離の短  
縮）も望まれている。これを単純に距離で評価する  
とリング状の業務立地が導かれる（鈴木【3】）が、本  

稿ではリング状分散がどの程度望ましいものである  

かについて簡単なモデルを用いて検討する。   

2．通勤・業務距離の総和を最小化する業務立地   
鈴木【3】のモデルではゾーンの内々移動の距離が残  

り、解にバイアスを与えるという問題があった。本  

稿では人口分布を連続としてこの問題を除去しよう。  
2．1一次元離散型業務地モデルによる予備検討   

一次元都市ト1，1】上に一一様・連続な居住地分布（密  

度1、総人口2：）を仮定する。業務地は中心を対称に〃  

（＝2J巾個（m≧1）あるとし、中心より右側の業務立地点  

を0≦rl≦ズ2≦・▲・ま一所≦1とする（図1）。また就業者は最  

近隣の業務地を選択するとし、その業務地には通勤  
してくる就業者数に見合った受け皿があるとする。  

業務地間に発生する業務移動数は距離に依存せず、  
発着地の就業者数に比例するとし、「業務発生率」  
（就業者一一人一日当たりの業務移動数）をαと置く。   

このとき、平均通勤距離4、平均業務距離4は各々   

（1）  

4壊毎1可tれ∬J2｝・  

1，  0≦  

（9）  
■  

∬用＝  

α  

1  

空    ・ 盲≦α≦1，  
0，  α＞1   

となる（図4上）。この結果から、図2＿Lのような  

リング状分散が総距離最小をもたらすのはαが0．5～1  

の範囲にある場合で、αがこれより小さい時は完全分  

散、大きい時は一極集中となることが分かる。しか  

し図3上を見てもα＝0．7付近ではdはαによらずほぼ一  

定であり、分散型が望ましいケースもあるが、その  

場合業務分布による総距離の変動は小さいと言える。  

2．3二次元連続型業務地モデル   

同様のことを半径1の円盤状都市で検討しよう。居  

住密度は一様・連続で密度1であるとする（総人口は  

冗）。業務立地は図2下のようにリング状の極を持つ  

形になるとし、2．1で証明した内部業務地の均等配置  

・職住一一致は二次元でも成立すると仮定する。通勤  

は棲以遠の就業者のみが行い、最小化すると都心か  

ら同方向の移動のみとなるので、平均通勤距離は  

屯＝‡加工吾刃血  （l。，  

＝（1－JJ如何）  

となる。また、一様に分布する半径〟の円周上の2点  

間平均距離、円周とその内部の円盤上の2点間距離、  

円盤上の2点間距離がそれぞれ4〟血，32〝／9れ12紬／45丁て  

となる（栗田他【2】）ことから、平均業務距離は  

」●＿●一●－○－●－l－○ ・・・・・・・・一－ 1  
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図1離散型業務地モデル（一一次元）  
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となる。但しr。＝－ズ1，≠両＝2－ズ椚である。ここで、通勤  

及び業務の総距離を最小化する業務地分布は均等と  
なることが証明できる（付章参照）ので、（1）（2）は  

2  

・（トJ爪れ  （3）  

純一1十三 （4）  

芝語｝   
と簡単化でき、椚を所与とすれば平均総距離〟＝d。＋dム  

を最小化する最外縁の業務地の位置ズ椚●は、∂〟∂ろ．戸0  

より、0≦α≦1の場合  

（2研一1）1斥－  （加－1）2〝巨血（α－1）I  
（5）  
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と求められる（図4上の薄線）。また、  
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図2連続型業務地モデル  図3極の位置と総距離の関係  図4距離を最小化する極の位置  

（上：一次元，下：二次元）  （上：一次元，下：二次元）  （上：一次元，下：二次元）   

に隣接する業務地を有，ホとすれば、業務地を．てから  

J＋Arへ動かしたときの通勤距離の増分は左右で各々  

×2・一×2  （15）  

である。また業務距離については、勢力圏の変化に  

よる当該業務地以外め増分iま  

卜如JP葦・転づJ夕月争×2，（1‘）  

当該業務地の増分は、勢力圏変化分も含め、左右各々   

IA巧・㈹｝×2， （17）  

仲・夕月一桁）｝×2 （8）  

となる。但し、PかP尺はそれぞれ当該業務地より左・  

右の総就業者数で、P⊥＋P尺＋（∫β－．㌦）／2＝2を満たしている。  

平均通勤距離、平均業務距離の．ーに対する微係数は各々   

豊＝去¢一竿）・警＝竿¢一竿）（19）  

となるので、双方とも鰐（てβ＋．r⊥）／2で最′J、となる。これ  

より内部の業務地は均等配置となる。  Q．E．D．  

屯＝計2（1一元轄咄－か漂ウ （11，   

＝ 用㌔三｝45T血三一おぅ  

となり、平均総距離は  

呵・屯＝；（1ガ（2柑意45一助三一蠍12）  

と求められる（図3下）。J㌦による一階微分は   

（瑚（1叫（3・か （13）  

とな鳥のでご平均総距離を最小にする極の位置∫川●は  

1，  0≦αく（弧589），  

■ 3（－1），≦α≦（≒0・785）， （14）  

■  
J所＝  

0，   α＞  

となる。図4下にαによるズm●の変化を示す。二次元  

の場合は、リング状分散が総距離最小をもたらすαの  

範囲は0．589、0．785へと狭まる。しかし一次元と同様、  

大まかに言ってα＝0．7程度を境に、αがそれより小さ  

い場合は完全分散、大きい場合は一極集中が望まし  

く、リング状分散により有利になる分は僅かである。   

3．おわりに   

業務発生率αは、田頭〔5】が言及したように交通需  

要と捉えると0．3－0．5程度（建設省川）であるが、  

交通需要として表面化しない企業内業務等のコンタ  
クトも勘案すると、実質的なαの値はずっと大きいで  

あろう。これが一極集中をもたらしてい 

れる。しかし長期的には情報化の進展により、業務  
活動上の交通需要が通信によって代替されるように  

なると、αの値は小さくなり、在宅勤務等の就業地の  

完全な分散が望ましい状況になるであろう。   

付車 均等配置の証明   

図5のような両端以外の．一にある業務地を考え、左右  

p     某  

図5均等配置の証明  
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